
【R2:先-20】 健幸ステーションの拠点化と分野横断型SIB事業調査
（実施主体：福岡県飯塚市）

飯塚市基礎情報
・人口:127,449人（R3.1月末時点）
・面積：213.96km2（H30.6.27時点）

事業／施設概要

<飯塚市の政策：本事業の上位計画>
2017年：第2次飯塚市総合計画
2017年：飯塚市立地適正化計画
2017年：飯塚市公共施設等のあり方に関する第3次

実施計画
2019年：第2次いいづか健幸都市基本計画

目的・これまでの経緯

【事業分野：PRE活用】 【対象施設：地域交流センター】 【事業手法：個別運営方式、協議会運営方式、健幸SIB連動型事業方式】

調査のポイント

• 本事業では、健康福祉とまちづくりの分野横断的な取組みの視点から、既存の公共施設(地域交流センター)を活用した「健幸ステーショ
ン」を整備することで、同センターの運営効率化と市民の健康増進を同時に実現する。

• 本事業では、民間活力の導入を最大限に活用するため、健康行政と連動したSIB方式を検討する。

飯塚市の地域交流センターと本事業の対象施設
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• 12箇所ある地域交流センター

や市が所有する施設の中か
ら、以下の4施設を中心とした
活用を検討

• 各施設に「建幸カフェ」「スポ
ーツジム」「健康器具販売店」
の3種類の事業導入を検討

<建幸ステーションの位置づけ>
• 健康増進に係る多面的機能

を有する健康拠点

• 地区の拠点として、人々が集
う機会を創出し、まちの賑わ
い創出にも貢献

• 人々が集うことで、地域コミュ
ニティの醸成に貢献

• 高齢者の就労機会の拡大

<健康増進に関連する事業>
2012年-2013年：旧ダイマル跡地暮らし・にぎわい

再生事業
2019年：SIB を活用したフレイル予防実証事業
2019年：スマートウェルネスシティ展開事業
2020年：健幸ポイント事業

<地域課題と上位計画等に基づく本事業での留意点>
• 高齢化が進む飯塚市では市民の健康増進が課題
• 都市経営の効率化から「公共施設の管理運営」と

「市民の健康増進」を同時に実現し、インフラ維持
管理費用と健康福祉費用の同時削減を目指す

• 「建幸都市」の地域拠点として、地域ごとにある12
か所のコミュニティ拠点を中心とし、まちづくり協議
会の活動と連携する。さらにこのコミュニティ施設を、
地域コミュニティの強化と健康増進のための拠点
施設と位置づける

• 経費削減の工夫としてシルバー人材を活用

部屋数：7部屋、2020年竣工

　 年間利用者：45,708人(旧施設利用者)

部屋数：7部屋、1974年竣工、年間利用者：7,452人

　 部屋数：ふれあいCafe他会議室多数、2002年竣工

　 年間利用者：6,254人

部屋数：7部屋、1971年竣工、年間利用者：25,365人

④二瀬交流センター

③筑穂支所(筑穂ふれあい交流センター)

②飯塚東交流センター

①立岩交流センター

※利用者数は2018年の情報
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調査結果
3. 事業モデルの提案と事業者サウンディング
①展開可能性に関する検討
集客需モデルの推計結果を用いた施設別の年間収入予測、施設の年間維
持管理費、初期投入費用等を勘案し、事業収益の分析を実施。

②他事例の調査と事業スキームの提案と事業者のサウンディグ
具体的な事業者参入にあたって、SIB事業モデルを含む複数種類の事業ス
キームをコスト面から分析し最も効率的な事業モデルを提案した(下表)。ま
た同時に、事業者に対して出店の可能性を確認するサウンディングを実施。

2.企業調査：運営・管理事業者へのヒアリング調査の実施
地域交流センターを活用する事業者へ、事業費や来場者
の試算及び事業性分析のための各種条件データを取得。
また本事業の実施主体候補を選定するためのデータを取
得。

・事業モデルの詳細検討
・候補事業者群との意見交換 等

・期間限定のサービス運営
・事業計画の策定 等

・立岩交流センターでの試行と
モニタリング

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度以降

・他施設での簡易実証と評価
・他施設への順次展開 等

○事業化にあたっての課題：当面は本調査結果を関係者に共有し、民間事業者へ参入を働きかけた上で個別運営方式による建幸ステーションの有効性を検証する。
長期的にはSIB方式に向けた民間運営能力の最大化と継続的な事業運営を目指し、関係機関の協議調整やKPI設定等の検討を行う。SIB方式の導入にあたっては、
特にKPI設定や試算方法について有識者の意見等を踏まえて策定することが必要になる。また、事業化に際してまちづくり部局と健康福祉部局の横断的な調整も必要
になると考えられ、相応の時間を要することが想定される。従って関係各所の十分な調整とともに、事業化を進める上では段階的な市域展開を考慮する必要がある。

事業化に向けた今後の展望

実証実験のチラシと当日の様子

1.健幸ステーション実証実験を実施
①立岩交流センターでのイベントを実施
健幸カフェをテーマとしたイベントを実施し、本サービス
に対する市民ニーズを検証。

②アンケートによる市場調査の実施
イベント参加者に対してアンケート調査を実施し、事業
検証に資する基礎データを収集。

個別運営方式 協議会運営方式 建幸 SIB 連動型事業方式スキーム

スキーム
イ メ ージ

・ 各事業者の収益の状況によって事
業者が個別に撤退してしまう恐れがあ
る
 ・ 健康改善を目指す市の政策との整
合性

・ 協議会の構成員の検討
・ ３事業者の共同経営の協定成立
（収益按分やリスク ・ 費用負担の合
意等）

協議会運営方式に加え、 下記が課題である
・ まちづくり行政と健康福祉行政の連携等、 庁内の
横断的な連携調整が必要
・ 健康とまちづくりの連携型 SIB という先進的な取
組みのため制度設計のための検討が必要
・ 条例改正等の法的対応も必要
・ 高いノウハウを有する事業者の発掘

評価 現状より収益改善が可能
個別運営方式よりさらに

収益改善が可能
黒字運営が可能

事業成立に
あたっ ての

留意点

VFM 手法を 援用

し たコ スト 比較

・ 各事業者の収益を確保しつつ、 交
流センターの賃料が取得できる事業モ
デルとすること

・ 従来方式では約 2,400 万円の赤字
・ 年間約 220 万円の収益改善
→全体では 2,180 万の赤字

・ 年間 670 万円程の収益改善
・ 個別運営方式より約 450 万円のコ
スト減→全体では 1,730 万円の赤字

・ 年間 2,460 万円程の収益改善 ( 約 460 万円のコス
ト増、 約 2,920 万円のコスト減 )
→全体で約 62 万円の黒字

・ 協議会会員企業間で納得のいく
ルールの構築 （例 ： 収益按分やリ
スク負担等）
・ 協議会の法人格の有無や形式に
ついては検討が必要

・ 健幸ポイント SIB 事業の KPI との整合性
・ 制度設計の検討、 及び庁内の健康部局とまちづ
くり部局の連携
・ 事業者発掘

課題


